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１ はじめに

「箱館」は，安政元年（１８５３年），下田とともに石炭・薪水・食料等の補給を目的として

開港し，さらに安政５年（１８５８年），日米修好通商条約を締結し，翌安政６年（１８５９年）に

貿易港として開港した。これ以降，函館は港湾・流通機能の整備を進め発展した街である。

明治元年（１８６８年），旧幕府脱走軍と政府軍との間で起こった五稜郭の戦闘を最後として

戊辰戦争が終結し，翌年の明治２年（１８６９年）７月，明治政府は蝦夷地開拓のための開拓使を

置き，８月には「蝦夷」を「北海道」と改め，その後「箱館」を「函館」と改めた。以降，函館は

人・物資の供給，中継地として，北海道の経済の中心として繁栄した。

このような情勢の下で，当時の市街地は，函館山の山麓を起点として北部または東部へと扇形状

に発展を続けたが，北海道の内陸都市に見られるような開拓使時代に計画された市街区画が形成

されないまま，無秩序にかつ急速に発展したため，狭隘な道路，密集した住宅など防災上極めて

危険な状態にあった。

このように市街地が形成されたため，本市の都市計画史は，一方では火災史であるといっても

過言ではない。明治２年（１８６９年）から昭和９年（１９３４年）までの６５年間において，

１００戸以上の家屋が焼失する大火災に実に２６回も見舞われ，その都度，防火的都市計画に

ついて努力が続けられた。特に，明治１１年（１８７８年），明治１２年（１８７９年）の函館山

山麓の市街地における大火災の復興にあたっては，北海道開拓使による街区改正事業が行われた。

道路改正により区画を十字型に割り，道路の拡幅による防火線の設置，三ヶ寺の移転，家屋改良費

の貸付による煉瓦造・土蔵造り家屋への不燃化などが実施され，現在の整形化された街区や基坂

および二十間坂のように幅員３６ｍの防火空間帯としての機能をもった道路が開設された。

この街区改正が，本市にとっては，土地区画整理事業の前史ということができる。

箱館之図 （市立函館図書館蔵）
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函館火災街路改正図（明治１１年）

（開拓使事業報告）

函館火災街路改正図（明治１２年）

（開拓使事業報告）
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函館市街地全図（大正１４年）
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函館市街地全図（昭和１２年）
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２ 函館市の土地区画整理事業

本市における土地区画整理事業の歴史は，道内では最も古く，昭和８年に余市町の火災復興と

並んで，函館第一土地区画整理組合による組合施行で始められたものが最初であるが，各施行地区

の概要は次のとおりである。

《旧都市計画法による事業》
（1） 函館第一土地区画整理（組合施行）

本地区は，当時の市街地の周辺に位置する松川町および宮前町の各一部の区域について，健全な

市街地の造成を目的に昭和８年に事業に着手された。計画幅員２５ｍおよび１５ｍの都市計画道路

を新設し，区画道路については，全てを幅員８ｍとして整備するなど，当時では画期的な事業で

あり，昭和１４年１月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：函館第一〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 － 地区内人口 ２４５５人
施行面積 327,805㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和８年７月８日 権 利 者 数 所85人・借－人

施行期間 S 8～S13年度 換地処分の公告 昭和14年１月25日 筆 数 ２７３筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 14,928 4.55 97,790 29.83
共 公園・緑地 - - - -
用 水路・河川 15,212 4.64 11,182 3.41
地 公共用地計 30,140 9.19 108,972 33.24

宅 地 269,396 82.19 198,050 60.42
宅 農 地 - - - -

そ の 他 18,494 5.64 13,594 4.15
国 有 地 - - - -

地 市 有 地 9,775 2.98 7,189 2.19
宅 地 計 297,665 90.81 218,833 66.76

保 留 地 - - - -
測 量 増 減 - - - -
合 計 327,805 100.00 327,805 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

297,665 297,665 218,833 26.48 26.48

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 15～25 1,433 27,645 都市計画 － －
区 画 8～ 7,800 70,145 公 区 画 － －
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －
路 道 路 計 － 9,233 97,790 設 水 路 － －
公 公 園 － － － 計 － －

緑 地 － － － 移転・移設 － －
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － － 調査設計 － －
水 河 川 亀田川 － 11,182 事 務 費 － －

水 路 － － － そ の 他 － －
路 計 － － 11,182 合 計 － 91

事業費・収入（単位：千円）
国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川
－ － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ － － 91 91
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函館第一地区

～施行後～

（昭和23年撮影）

函館第一地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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（2） 函館復興土地区画整理（組合施行）
昭和９年３月の大火は，全市の３分の２に当たる24,186戸の家屋が焼失し，死者 2,054人にも

上る，空前絶後ともいうべき大惨事であった。しかし，焼失区域の谷地頭町ほか３９町にわたる

約４２４ｈａについて，直ちに復興計画がたてられ，都市計画土地区画整理として同年４月に決定

された。当時の法律の規定では，市施行の事業とするためには，１年間の猶予期間を必要とし，

緊急の復興事業には不向きなため，施行地区を１０地区に分け，各々組合施行により復興土地区

画整理事業が行われた。その復興計画の大要は，「燃えない都市」の建設を目標とし，既定の道路

網を改訂し，防災および交通の見地より幅員３６ｍ～５５ｍの緑樹帯，幅員２５ｍ～２７ｍの幹線

道路および幅員８ｍ～１８ｍの補助幹線または区画道路を配置し，さらに避難広場を兼ねた児童

公園を新たに開設した。これら諸般の都市施設は，市民の熱烈な復興意欲と全国有数の専門家に

よって整備改善が進められ，事業に着手してから５か年目の昭和１４年３月に換地処分を行って

この大事業が完了し，都市形態も一新された。

〈事業の概要：函館復興（火災復興）〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 昭和９年４月26日 地区内人口 ３６，２００人
施行面積 4,236,228㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和９年10月９日 権 利 者 数 所1733人・借－人

施行期間 S 9～S13年度 換地処分の公告 昭和14年３月19日 筆 数 ３４１３筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 - - 1,497,910 35.36
共 公園・緑地 - - 10,200 0.24
用 水路・河川 - - 22,482 0.53
地 公共用地計 750,056 17.70 1,530,592 36.13

宅 地 - - - -
宅 農 地 - - - -

そ の 他 - - - -
国 有 地 - - - -

地 市 有 地 - - - -
宅 地 計 3,486,172 82.30 2,075,636 63.87

保 留 地 - - - -
測 量 増 減 - - - -
合 計 4,236,228 100.00 4,236,228 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％
3,486,172 3,486,172 2,075,636 40.46 40.46

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 15～55 40,920 1,016,270 都市計画 － －
区 画 8～ 49,750 475,700 公 区 画 － －
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －
路 道 路 計 － 90,670 1,491,970 設 水 路 － －
公 公 園 2箇所 － 10,200 計 － －

緑 地 － － － 移転・移設 － 1,249
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 10,200 調査設計 － 163
水 河 川 新川 1,103 22,489 事 務 費 － 447

水 路 － － － そ の 他 － 103
路 計 － 1,103 22,489 合 計 － 1,962

事業費・収入（単位：千円）
国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川
981 － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 981 － － 1,962

復興事業費全体：3,986,003円
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函館復興地区

～施行後～

（昭和23年撮影）

函館復興地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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昭和９年３月２１日 函館大火 焼失面積 416.3ｈａ，焼失戸数 24,186戸
死者 2,054人，行方不明者 662人

新川町方面の焼跡

（焼失を免れた建物は

旧新川小学校）

高砂町（現，若松町）より東側の

新川町，千歳町，堀川町，高盛町方面の

焼跡

（市立函館図書館蔵）

大森町方面の焼跡

（中央部には焼けただれた郵便ポスト）

（市立函館図書館蔵）
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応急住宅の建設

（市立函館図書館蔵）

応急住宅の建設

（右後の建物は焼失を免れた

旧旭中学校）

（市立函館図書館蔵）

復興の第一歩

（函館大火復興誌より転写）
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（3） 函館第二土地区画整理（組合施行）
本地区は，中島町，梁川町，本町および五稜郭町の約７６ｈａの区域について，組合施行により，

昭和１２年に土地区画整理に着手された地区である。当時この地域は，市の人口増加に伴い市街化が

著しく，無秩序に街が形成される状態となっていた。このため，道路，公園等の公共施設が不十分

なため，将来の環境悪化を未然に防止し，健全な市街地の造成を図る必要があり，そこで都市計画

道路８路線の整備を含む土地区画整理による市街地整備計画がたてられたものである。この事業に

おいて，特筆すべきことは，移転対象建物が非常に多く，現在の密集市街地の都市改造型土地区画

整理事業における移転戸数に匹敵する規模であった。

この大事業は，我が国の戦時体制下といった情勢により一時中断の止むなきに至り，また戦後に

おいては，社会経済情勢の激変に伴い組合施行が困難となり，昭和２５年４月をもって，移転およ

び道路工事等を一部未完成のまま換地処分を行うとともに，残工事を市が引継いで，今日の街並み

を形成するに至った。

本地区は，現在，市街化区域のほぼ中心に位置し，商業および住居地域として，また特別史跡

五稜郭公園を背景に著しい発展が見られ，新都心または副都心としての街区を形成している。

〈事業の概要：函館第二〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 地区内人口 ４４００人
施行面積 763,415㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和12年３月６日 権 利 者 数 所216人・借－人

施行期間 S11～S25年度 換地処分の公告 昭和25年４月30日 筆 数 ７１５筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 51,388 6.73 214,694 28.12
共 公園・緑地 - - 4,944 0.65
用 水路・河川 43,933 5.76 28,839 3.78
地 公共用地計 95,321 12.49 248,477 32.55
宅 宅 地 282,288 36.98 366,786 48.05

農 地 269,266 35.27 36,836 4.83
そ の 他 31.664 4.15 18,797 2.46
国 有 地 14,193 1.86 15,838 2.07
市 有 地 71,356 9.34 76,681 10.04

地 宅 地 計 668,767 87.60 514,938 67.45
保 留 地 - - - -
測 量 増 減 673 -0.09 - -
合 計 763,415 100.00 763,415 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

668,767 668,094 514,938 22.92 22.92

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 15～25 5,314 103,048 都市計画 3,369 m 360
区 画 4～ 17,847 214,694 公 区 画 8,041 m 240
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －
路 道 路 計 － 9,233 97,790 設 水 路 － －
公 公 園 １箇所 － 4,944 計 11,770 m 600

緑 地 － － － 移転・移設 221 戸 814
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 4,944 調査設計 － 592
水 河 川 亀田川 － 28,839 事 務 費 － 642

水 路 － － － そ の 他 － 249
路 計 － － 28,839 合 計 － 2,897

事業費・収入（単位：千円）
国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川
－ － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ － － 2,897 2,897
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函館第二地区

～施行中～

（昭和23年撮影）

函館第二地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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（4） 第一新興土地区画整理（市施行）
本地区は，昭和１９年戦時体制下のなか，各種工場等施設の設置の要請に対応するため，函館市

の施行により工業用地造成を目的として，土地区画整理に着手された地区である。本事業も第二

土地区画整理地区と同様，戦後の社会経済情勢の変化に遭遇し，特に，財政事情の悪化および

スタッフ不足のため，施行期間が長期におよび，旧都市計画法適用期限の昭和３５年３月に換地

処分が行われた。

本地区で特筆すべきことは，日本専売公社函館工場（現在は郊外に転出）を誘致したことと，

区画整理の仮清算の方法を講じたことであり，また，児童公園については，区画整理完了後タイヤ

公園として施設も充実し，地域住民の憩いの場として利用されるに至っている。

〈事業の概要：第一新興〉

総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和19年８月21日 地区内人口 ３，８５０人
施行面積 533,054㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和19年９月21日 権 利 者 数 所221人・借－人

施行期間 S19～S34年度 換地処分の公告 昭和35年３月31日 筆 数 ４６４筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 20,264 3.80 113,894 21.37
共 公園・緑地 - - 11,732 2.20
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 20,264 3.80 125,626 23.57
宅 宅 地 245,398 46.04 274,569 51.51

農 地 151,623 28.44 - -
そ の 他 46,576 8.74 19,230 3.61
国 有 地 28,810 5.40 78,743 14.77 準国有地含
市 有 地 39,154 7.35 32,182 6.04

地 宅 地 計 511,561 95.97 404,724 75.93
保 留 地 - - 2,704 0.50
測 量 増 減 1,230 0.23 - -
合 計 533,054 100.00 533,054 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

511,561 510,331 407,428 404,724 20.16 20.69

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 15～36 3,365 62,245 都市計画 2,085 m 4,634
区 画 8～ 5,426 51,649 公 区 画 5,246 m 5,081
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －
路 道 路 計 － 8,791 113,894 設 水 路 － －
公 公 園 1箇所 － 11,732 計 － 9,715

緑 地 － － － 移転・移設 41 3,674
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 11,732 調査設計 － 1,917
水 河 川 － － － 事 務 費 － 2,504

水 路 － － － そ の 他 － －
路 計 － － － 合 計 － 17,810

事業費・収入（単位：千円）
国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川
－ － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 16,688 1,122 － 17,810
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第一新興地区

～施行中～

（昭和23年撮影）

第一新興地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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（5） 戦災復興土地区画整理（道施行）
昭和２０年の戦時体制下の空襲により弥生町（当時，旅籠町，天神町，駒止町，船見町の各一部）

の約３９０戸が，焼失，破壊された。

戦災前の当該地区の街区は，概ね整然としていたものの，画地が狭小で，かつ傾斜地の宅地が

多かったことから，戦災復興事業として，より健全な住宅地に再生するため，北海道施行により，

約３．７ｈａの地域について，土地区画整理が施行され，昭和２６年６月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：戦災復興〉

総括

施 行 者 北海道 都 市 計 画 決 定 昭和20年12月27日 地区内人口 － 人

施行面積 36,975㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和22年５月14日 権 利 者 数 所－人・借－人

施行期間 S22～S26年度 換地処分の公告 昭和26年６月５日 筆 数 １０２筆

土地の種目別施行前後対照表

区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％

公 道 路 13,415 36.28 10,827 29.28

共 公園・緑地 - - 7,332 19.83

用 水路・河川 - - - -

地 公共用地計 13,415 36.28 18,159 49.11

宅 宅 地 22,992 62.19 9,798 26.50

農 地 - - - -

そ の 他 456 1.23 968 2.62

国 有 地 - - - -

市 有 地 - - 8,050 21.77

地 宅 地 計 23,448 63.42 18,816 50.89

保 留 地 - - - -

測 量 増 減 112 0.30 - -

合 計 36,975 100.00 36,975 100.00

減歩率計算表

整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率

宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

23,448 23,336 18,816 19.37 19.37

公共施設調書 事業費・支出

幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 14～22 435 4,823 都市計画 － －

区 画 1,399 6,004 公 区 画 － －

特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －

路 道 路 計 － 1,834 10,827 設 水 路 － －

公 公 園 1箇所 － 7,332 計 － 271

緑 地 － － － 移転・移設 － 647

－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 7,332 調査設計 － 249

水 河 川 － － － 事 務 費 － 212

水 路 － － － そ の 他 － 237

路 計 － － － 合 計 － 1,616

事業費・収入（単位：千円）

国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川

896 － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計

383 － － 337 1,616

施行区域については，巻末の土地区画整理事業施行地区位置図（全体）を参照。
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戦災復興地区

～施行中～

（昭和23年撮影）

戦災復興地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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（6） 湯川土地区画整理（市施行）
本地区は，湯川温泉街を含む約１３７ｈａ区域であるが，津軽海峡の海辺地に接するほか，全国的

に名高いトラピスチヌ修道院を背景に古くから温泉保養地として栄えてきた地区である。地区内には，

２級河川で一部分のみ改修がなされた松倉川を始め，原始河川の鮫川および湯の川を有しており，

集中豪雨時には，水害の常襲地帯として住民を悩ませていた地区である。また，道路は，不規則な

配置のみならず，狭隘なものが多く，交通・防災上および衛生上からも危惧されていた。このため，

昭和１４年の湯川町と函館市との合併当時から公共施設の整備改善が重要な懸案事項とされていた

が，時局の情勢変化等により遅れを生じ，戦後の混乱期を経てようやく，これらの整備が土地区画

整理により進められることとなった。

本事業において，河川については，蛇行が甚だしく下流近くで合流し水害の要因をなしていた

鮫川および湯の川の大々的なショートカットおよび湯の川を松倉川に放流する改修計画をたて，

また，道路については，当時の都市計画道路１１路線の整備および区画道路の整備計画を整えて，

昭和２６年に事業に着手したが，前述の第一新興土地区画整理地区と同様に，戦後の財政需用増大

の時期にあたり，保留地処分金および受益者負担金のほか河川事業，道路事業および失業対策事業

を導入して，推進した地区である。しかし，地区面積が１３７ｈａにおよぶため長期の施行期間を

要し，旧都市計画法適用期限の昭和３５年３月にようやく換地処分が行われた。

〈事業の概要：湯川〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和25年６月17日 地区内人口 ７，１４６人
施行面積 1,370,229㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和27年１月９日 権 利 者 数 所594人・借451人

施行期間 S26～S34年度 換地処分の公告 昭和35年３月31日 筆 数 １,６２９筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 83,757 6.11 259,820 18.96
共 公園・緑地 20,357 1.49 46,847 3.42
用 水路・河川 89,032 6.50 69,439 5.07
地 公共用地計 193,146 14.10 376,106 27.45
宅 宅 地 706,285 51.55 735,810 53.70

農 地 146,729 10.70 10,518 0.77
そ の 他 113,146 8.26 20,715 1.51
国 有 地 37,054 2.70 32,168 2.34 準国有地含
市 有 地 188,930 13.79 179,038 13.07

地 宅 地 計 1,192,144 87.00 978,249 71.39
保 留 地 - - 15,874 1.16
測 量 増 減 -15,061 -1.10 - -
合 計 1,370,229 100.00 1,370,229 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
1,192,144 1,192,144 994,123 978,249 16.61 17.94

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 11～25 6,832 133,932 都市計画 6,832 m 155,889
区 画 4～ 16,494 125,888 公 区 画 16,494 m 87,328
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 － －
路 道 路 計 － 23,326 259,820 設 水 路 1,720 m 20,538
公 公 園 5箇所 － 46,847 計 － 263,755

緑 地 － － － 移転・移設 307 43,449
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 46,847 調査設計 － 8,724
水 河 川 松倉・湯の川・鱒川 事 務 費 － 3,740

2,992 69,439 そ の 他 － 8,890
路 計 － 2,992 69,439 合 計 － 328,558

事業費・収入（単位：千円）
国 庫 補 助 金 公 管 金

公 園 河 川
43,163 － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
106,102 146,473 9,820 23,000 328,558

国庫補助額は街路事業,水利施設整備事業の補助金を計上。道費は道施行の公共事業,失業対策事業を計上し,その他には

受益者負担金を計上した。
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湯川地区

～施行前～

（昭和23年撮影）

湯川地区

～施行後～

（昭和35年撮影）
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《土地区画整理法による事業》
（7） 北浜土地区画整理事業（市施行）

本地区は，昭和３６年に道内では札幌，釧路と並んで最初の都市改造型土地区画整理事業の補助

事業として採択された地区である。本事業は，一般国道３路線の拡幅整備を含む北部臨海工業地帯

の既成市街地整備を目的とし，約１０５ｈａの区域について土地区画整理事業が施行された。

従来の土地区画整理事業は，土地の区画形質の変更のみに重点がおかれ，本格的な公共施設の

工事は，逐次整備するといった例が多かったのであるが，この地区は，幹線道路はもとより区画

道路についても幅員１１ｍ以上の道路舗装を実施するとともに，区画道路の下水道をほとんど暗渠

とした。また，新設した２か所の公園においても施設の整備を行い，昭和４３年３月に換地処分が

行われた。

〈事業の概要：北浜〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和26年７月11日 地区内人口 ４，４７５人
施行面積 1,053,379㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和37年１月31日 権 利 者 数 所338人・借13人

施行期間 S36～S42年度 換地処分の公告 昭和43年３月31日 筆 数 １，０２８筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 82,092 7.79 175.312 16.65
共 公園・緑地 - - 16,250 1.54
用 水路・河川 12,382 1.18 1,390 0.13 公共物揚場含
地 公共用地計 94,475 8.97 192,952 18.32
宅 宅 地 590,550 56.06 723,993 68.73

農 地 125,363 11.90 12,762 1.21
そ の 他 183,032 17.38 52,706 5.00
国 有 地 56,040 5.32 46,825 4.45 準国有地含
市 有 地 - - - -

地 宅 地 計 954,985 90.66 836,286 79.39
保 留 地 - - 24,141 2.29
測 量 増 減 3,919 0.37 - -
合 計 1,053,379 100.00 1,053,379 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

954,985 954,985 860,427 836,286 9.90 12.43

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 6～25 5,292 95.397 都市計画 1,845 m 60,425
区 画 4～15 8,339 79,915 公 区 画 5,074 m 122,883
特 殊 － － － 共 特 殊 － －

－ － － － 施 公 園 16,249 ㎡ 10,237
路 道 路 計 － 13,631 175,312 設 水 路 － －
公 公 園 2箇所 － 16,250 計 － 193,545

緑 地 － － － 移転・移設 370 戸 136,545
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － 16,250 調査設計 － 25,910
水 公共揚場 － － 1,390 事 務 費 － 33,000

水 路 － － － そ の 他 － －
路 計 － － 1,390 合 計 － 389,000

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
216,100 － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 125,800 47,100 － 389,000



- 20 -

北浜地区

～施行前～

（昭和35年撮影）

北浜地区

～施行後～

（昭和45年撮影）
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（8） 中央土地区画整理事業（市施行）
本地区は，公共団体区画整理補助事業として，都市計画道路３・３・２０放射２号線の拡幅整備

と既成密集市街地の整備を目的に，約２１ｈａの区域について土地区画整理事業が施行された。

施行地区は，本市の中央部に位置し，商業地および住宅地混合の密集市街地のために，従来のよう

に単に平面的な方式だけでなく，立体的かつ総合的な観点に立った事業内容が必要であったこと

から，住宅地区改良事業を導入し，昭和４６～４７年度に店舗併存の共同住宅２棟（店舗１２戸，

住宅４８戸）が建設された。公共施設の整備については，地区内の建物総数のおよそ３分の１に

相当する５３３戸の建物移転を実施し，また，すべての区画道路には，市単独費を投入して，公共

下水道および舗装整備を行い，昭和５０年９月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：中央〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和42年７月７日 地区内人口 ４，７２６人
施行面積 209,491㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和43年３月13日 権 利 者 数 所390人・借100人

施行期間 S42～S50年度 換地処分の公告 昭和50年９月30日 筆 数 ７３２筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 39,876 19.03 69,711 33.28
共 公園・緑地 - - - -
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 39,876 19.03 69,711 33.28
宅 宅 地 163,607 78.10 139.299 66.50

農 地 - - - -
そ の 他 5,268 2.52 286 0.14
国 有 地 240 0.11 195 0.08
市 有 地 - - - -

地 宅 地 計 169,115 80.73 139,780 66.72
保 留 地 - - - -
測 量 増 減 500 0.24 - -
合 計 209,491 100.00 209,491 100.00

減歩率計算表 （ ）は減価補償金相当額による用地買収後
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

169,115 169,115 139,780 17.35 17.35
(159,798) (159,798) (12.53) (12.53)

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 15～25 1,792 40,823 公 都市計画 1,792 m 120,672
区 画 4～15 3,876 25,258 共 区 画 外 4,822 m 59,724
特 殊 3～ 5.5 946 3,630 施 － －

－ － － － 設 公 園 － －
路 道 路 計 － 6,614 69,711 計 6,614 m 180,396
公 公 園 － － － 減価補償金 9.317 ㎡ 120,761

緑 地 － － － 移転・移設 533 戸 1,021,473
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － － 調査設計 16,405
水 河 川 － － － 事 務 費 － 79,734

水 路 － － － そ の 他 － 7,600
路 計 － － － 合 計 － 1,426,369

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
950,060 － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 476.309 － － 1,426,369

その他関連事業：中央住宅地区改良事業（ＲＣ造５階２棟,延床面積3,499㎡,事業費220,984千円）



- 22 -

中央地区

～施行前～

（昭和35年撮影）

中央地区

～施行後～

（昭和51年撮影）
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（9） 本通中央土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，昭和４８年１２月に函館市と合併した亀田市の地域において最初の組合施行による

土地区画整理事業として，約５１ｈａの農地について，健全な新住宅市街地の造成を目的として

行われた。その計画の大要は，幅員１６ｍ～２０ｍの都市計画道路および幅員６ｍ～１２ｍの区画

道路を配置し，また，歩行者の安全，都市空間の確保および市街地環境の向上といった観点から

歩行者専用道路を数本開設することとし，公園については，その誘致距離等を考慮し，近隣公園

１ケ所，児童公園および幼児公園５ケ所を新設して地区面積の４．３％を確保した。

本事業は，都市計画道路５路線の新設を含む事業であったため，昭和４８年度に組合区画整理

補助事業として採択され，昭和５３年３月に換地処分が行われた。また，特筆すべきことは，

函館市亀田農業協同組合が本事業の必要性を深く認識し，卒先して事業の推進に当たるなど，人的

および資金的にも多大な貢献があった。一方，区画整理事業の工事等について，市からの技術的

援助はもちろん，地区内の上・下水道施設の幹線についても市が直轄施行した。また，中学校用地，

市営住宅用地および近隣公園用地の一部を市が購入して，市立本通中学校および本通市営住宅団地

を建設するなど，市街化を促進する先導的役割を果たしたといえる地区である。

〈事業の概要：本通中央〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 昭和48年５月21日 地区内人口 ３人
施行面積 508,692㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和48年８月６日 権 利 者 数 所220人・借－人

施行期間 S48～S52年度 換地処分の公告 昭和53年３月31日 筆 数 ４０６筆
都市計画決定（Ｓ４８当初，48.0ｈａ）・変更（Ｓ５０，50.86ｈａ）

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 31,331 6.16 127,897 25.14
共 公園・緑地 4,443 0.87 22,117 4.35
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 35,774 7.03 150,014 29.49
宅 宅 地 13,074 2.57 284,646 55.96

農 地 266,108 52.31 - -
そ の 他 152,530 30.00 - -
国 有 地 739 0.14 539 0.11
市 有 地 41,751 8.20 33,407 6.56

地 宅 地 計 474,202 93.22 318,591 62.63
保 留 地 - - 40,087 7.88
測 量 増 減 -1,284 -0.25 - -
合 計 508,692 100.00 508,692 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

474,202 472,918 358,678 318,591 24.16 32.63

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 16～20 2,483 44,666 公 都市計画 2,483 m 249,638
区 画 6～12 9,169 79,336 共 区 画 外 9,753 m 388,200
歩 専 4～ 8 584 3,894 施 公 園 18,183 ㎡ 15,875

－ － － － 設 － － －
路 道 路 計 － 12,236 127,896 計 － 653,713
公 公 園 ６箇所 － 22,117 減価補償金 － －

緑 地 － － － 移転・移設 － －
－ － － 法２－２ － 443,519

園 計 － － 22,117 調査設計 102,142
水 河 川 － － － 事 務 費 － 111,176

水 路 － － － そ の 他 － 360,286
路 計 － － － 合 計 － 1,670,836

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
408,000 － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
204,000 － 966,994 91,842 1,670,836
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本通中央地区

～施行前～

（昭和45年撮影）

本通中央地区

～施行後～

（昭和56年撮影）
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（10）駅東土地区画整理事業（市施行）
本地区は，都心の周辺地域として，古くから住居および軽工業を中心に発展した既成市街地で

あるが，本施行区域は，昭和９年３月の函館大火による焼失からまぬがれた地域でもあり，老朽

木造家屋が密集し，交通・衛生および防災上の見地から整備改善が必要とされていた。また，施行

区域内には，都市計画道路３・３・２３内環状線（計画幅員２５ｍ）が昭和９年に，また，都市

計画道路３・２・１５八幡通（計画幅員３６ｍ）が昭和４０年にそれぞれ都市計画決定されている

が，未整備の状態であり，全市的な交通体系の確立のため，その整備が迫られていた。

このようなことから，宮前町・松川町・大縄町・上新川町・中島町および千代台町の各一部の

地域について，面積約１９ｈａを土地区画整理の手法をもって整備する計画をたて，地元説明会を

実施し，昭和４８年７月に，施行区域を定める都市計画決定を行ったものである。その後，事業の

基本となる現況測量の実施途上において，一部の区域で事業に反対する運動がおこり，市では，

都市計画道路の必要性および土地区画整理事業の仕組みなどについて鋭意話合いを進めてきたが，

地区住民の合意を得るに至らなかったため，昭和４９年８月に当初計画した区域のうち大縄町・

上新川町・中島町および千代台町の各一部の区域を除いた宮前町および松川町の各一部，面積

約５．７ｈａの都市計画道路八幡通の沿線の地域を施行地区とすることとし，昭和５０年２月に

公共団体区画整理補助事業として事業計画の決定が行われた。事業実施にあたり，地区住民の住宅

問題に配慮するため，住宅地区改良事業の同時施行を行い，昭和５７年３月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：駅東〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和48年７月９日 地区内人口 ７３４人
施行面積 56,822㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和50年２月15日 権 利 者 数 所42人・借67人
施行期間 S49～S56年度 換地処分の公告 昭和57年３月31日 筆 数 ６９筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 19,257 33.89 30,549 53.76
共 公園・緑地 - - - -
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 19,257 33.89 30,549 53.76
宅 宅 地 35,474 62.43 25,106 44.19

農 地 - - - -
そ の 他 677 1.19 490 0.86
国 有 地 856 1.51 - -
市 有 地 558 0.98 677 1.19

地 宅 地 計 37,565 66.11 26,273 46.24
保 留 地 - - - -
測 量 増 減 - - - -
合 計 56,822 100.00 56,822 100.00

減歩率計算表 （ ）は減価補償金相当額による用地買収後
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

37,565 37,565 26,273 30.06 30.06
( 26,862) ( 26,862) ( 2.19) ( 2.19)

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 25,36 707 24,035 公 都市計画 615 m 234,475
区 画 8～15 1,086 6,514 共 区 画 901 m 35,744
特 殊 － － － 施 特 殊 － －

－ － － － 設 公 園 － －
路 道 路 計 － 1,793 30,549 計 1,516 m 270,219
公 公 園 － － － 減価補償金 10,703 ㎡ 584,415

緑 地 － － － 移転・移設 160 戸 1,486,470
－ － － 法２－２ － －

園 計 － － － 調査設計 41,248
水 河 川 － － － 事 務 費 － 160,573

水 路 － － － そ の 他 － 18,090
路 計 － － － 合 計 － 2,561,015

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
1,694,500 － － － － －
道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計

－ 866,515 － － 2,561,015

その他関連事業：駅東住宅地区改良事業（ＲＣ造５階２棟,延床面積3,449㎡,事業費612,760千円）
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駅東地区

～施行前～

（昭和45年撮影）

駅東地区

～施行後～

（昭和62年撮影）
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駅東土地区画整理事業により整備された「都市計画道路３・２・１５八幡通」

施行前

施行後
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（10-2）駅東第二土地区画整理事業（市施行）
駅東土地区画整理事業のうち，地区住民の合意を得るに至らなかった大縄町・松川町・中島町・

上新川町・千代台町の各一部を含む地区については，都市計画決定から３０数年を経過する中で

東部，北部地域への人口移動などにより内環状線の未整備部分の必要性がうすれ，地区内の住環境

改善についても，密集街区は一部街区を除き，個別の建て替えや外壁等の改修が進み，防火性能が

向上し，街区内道路についても幅員が確保されることにより舗装整備が進み，防災上の課題は大幅

に改善されている。

この間，昭和５７，５８年に幹線道路の松代通・公園通，平成８年には公共下水道が整備され，

地区内の住環境改善が図られたことなどから，内環状線の未整備部分の計画廃止にあわせて，

この事業未着手の１３．１ｈａの区域を廃止することとし，事業完了済み５．７ｈａに変更し，

平成１９年２月１６日に告示した。

駅東・駅東第二地区（平成１４年撮影）
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（11）五稜郭土地区画整理事業（市施行）
本地区は，特別史跡五稜郭跡を背後に交通の要衝として古くから路線式商業および住居地域とし

て発展してきた地域である。本地区の周辺部は昭和４０年前半より商業系施設の進出が顕著となり，

函館の副都心となりつつあった。本事業施行区域は，函館第二，中央地区に隣接しているものの，

面的市街地整備が行われずに残った地区で，地区内には未整備の都市計画道路３・３・２０放射

２号線（道道五稜郭公園線：通称 行啓通）および市道がそれぞれ１路線のみであり，他は不規則

かつ狭隘な私道により土地利用がされていたため，これらが健全な市街地の発展を阻害している

ばかりではなく，交通・衛生および防災上からも整備改善が必要な状況にあった。このため，

昭和４９年に面積約６．３ｈａの区域について市街地再開発事業の基本計画を作成し，昭和５０年

から関係権利者を対象に説明会等を数十回実施して組合施行による再開発事業の促進に努めたが，

第一次オイルショックおよび住民意識の変化等により，進展を見るに至らなかった。このため

昭和５２年，市においてアンケート調査を実施し，その結果に基づき地区整備のあり方についての

検討および説明会等を重ね，ようやく昭和５６年から面積約７．４ｈａの区域を土地区画整理事業

の手法により整備するための事業計画の決定が行われた。本事業は，都市計画道路放射２号線

（幅員２５ｍ）の拡幅および市街地環境の整備改善を目的とし，財源の一部に街路事業および都市

公園事業による公共施設管理者負担金を導入するとともに，関連事業として住環境整備モデル住宅

建設事業が同時施行された。また，家屋の密集，権利関係の輻輳，高地価および一部防火地域内の

建物移転等極めて困難な事業であったが，昭和６３年５月に換地処分が行われた。関連事業として，

昭和６１年度に都市計画道路放射２号線がシンボルロード整備事業として国に採択され，キャブ

システムによる電線類の地中化等を推進し，北海道の街路事業により整備された。

〈事業の概要：五稜郭〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和56年９月29日 地区内人口 ７１６人
施行面積 73,075㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和57年１月20日 権 利 者 数 所126人・借133人

施行期間 S56～S63年度 換地処分の公告 昭和63年５月12日 筆 数 ３２２筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 3,305 4.52 15,813 21.64
共 公園・緑地 - - 2,357 3.22
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 3,305 4.52 18,170 24.86
宅 宅 地 65,936 90.23 54,498 74.59

農 地 - - - -
そ の 他 3,493 4.78 76 0.10
国 有 地 - - - -
市 有 地 341 0.47 331 0.45

地 宅 地 計 69,770 95.48 54,905 75.14
保 留 地 - - - -
測 量 増 減 - - - -
合 計 73,075 100.00 73,075 100.00

減歩率計算表 （ ）は減価補償金相当額による用地買収後
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

69,741 69,770 54,905 21.30 21.30
( 57,976) ( 58,004) ( 5.34) ( 5.34)

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 25/2 278 3,519 公 都市計画 － －
区 画 4～9 1,652 11,872 共 区 画 1,795 m 122,523
特 殊 3,4 112 422 施 特 殊 112 m 5,500

－ － － － 設 公 園 2,356 ㎡ 21,180
路 道 路 計 － 2,042 15,813 計 － 149,203
公 公 園 １箇所 － 1,517 減価補償金 4,594 ㎡ 637,282

緑 道 4 208 839 移転・移設 131 戸 1,711,408
－ － － 法２－２ 773 m 14,386

園 計 － 208 2,356 調査設計 － 36,259
水 河 川 － － － 事 務 費 － 51,113

水 路 － － － そ の 他 － 49,711
路 計 － － － 合 計 － 2,649,362
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事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 道 路 公 園
－ － － － 1,420,312 166,941

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 1,062,109 － － 2,649,362

その他関連事業：住環境整備モデル事業（ＲＣ造５階,延床面積1,483㎡,事業費236,043千円）
北海道街路事業（Ｌ=360,Ｗ=25,事業費352,000千円）
公園事業（施設整備,事業費11,500千円）

五稜郭地区

～施行前～

（昭和56年撮影）

五稜郭地区

～施行後～

（平成5年撮影）
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（12）上湯川東土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，函館空港から北側約２Kmに位置しており，新住宅市街地開発事業により造成された

旭岡団地に隣接し，都市計画道路３・４・４５トラピスチヌ通に面した約５．１ｈａの区域である。

当地区は，「計画的な市街地整備の見通しがある区域」として新たに土地区画整理事業による

計画的開発を行う「開発予定地」と位置付けられ，テクノポリス関連住宅用地として生活環境の

充分整備された良質な住宅地の供給を目的に，昭和６１年１月に事業着手し，昭和６２年１０月に

換地処分が行われた。

〈事業の概要：上湯川東〉

総括

施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 － 地区内人口 ２人

施行面積 50,514㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和61年１月６日 権 利 者 数 所17人・借－人

施行期間 S60～S62年度 換地処分の公告 昭和62年10月12日 筆 数 ７２筆

市街化区域編入の都市計画決定：昭和61年８月４日

土地の種目別施行前後対照表

区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％

公 道 路 11,485 22.74 17,122 33.90

共 公園・緑地 - - 1,515 3.00

用 水路・河川 - - 433 0.85 調整池

地 公共用地計 11,485 22.74 19,070 37.75

宅 宅 地 - - 18,561 36.74

山 林 33,706 66.73

雑 種 地 2,946 5.83

国 有 地 649 1.29

道 有 地 2,417 4.78

地 宅 地 計 39,718 78.63 18,561 36.74

保 留 地 - - 12,883 25.51

測 量 増 減 - 689 -1.37 - -

合 計 50,514 100.00 50,514 100.00

減歩率計算表

整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率

宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

39,7182 39,029 31,444 18,561 19.43 52.44

公共施設調書 事業費・支出

幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 16/2 599 6,330 公 都市計画 － －

区 画 6,8 1,229 10,402 共 区 画 外 1,311 m 82,000

特 殊 4 82 389 施 公 園 1,515 ㎡ 10,000

－ － － － 設 － － －

路 道 路 計 － 1,910 17,121 計 － 92,000

公 公 園 1箇所 － 1,515 減価補償金 － －

－ － － － 移転・移設 － －

－ － － － 法２－２ － 143,000

園 計 － － 1,515 調査設計 － 18,000

水 調 整 池 2箇所 － 433 事 務 費 － 21,820

水 路 － － － そ の 他 宅地整地他 166,720

路 計 － － 433 合 計 － 441,540

事業費・収入（単位：千円）

基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川

－ － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計

－ － 441,540 － 441,540
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上湯川東地区

～施行前～

（昭和56年撮影）

上湯川東地区

～施行後～

（昭和62年撮影）
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（13）城東土地区画整理事業（市施行）
本地区は，昭和４０年代以降の北東部への急激な人口流出により，無秩序に街が形成された地域

であり，地区を斜めに縦断する形で都市計画道路３・４・１１１松見通が昭和４８年に都市計画

決定されており，旧亀田市時代において周辺部も含めて土地区画整理事業による整備を検討したが

事業実施に至らなかった区域である。しかし，地区周辺の公共施設整備が進むなかで，本地域住民

から生活環境施設の整備改善を望む声が強まり，それらの状況を踏まえ，昭和６２年に現況測量を

実施するとともに，関係権利者に対し事業の必要性を積極的にＰＲし，昭和６３年８月に公共団体

区画整理補助事業として，事業計画が決定された。

当地区は，約６．４ｈａの密集住宅街であり，道路のほとんどが未舗装の私道のみで，公共

下水道も未整備のため，交通・衛生および防災上の総合的な整備が必要であった。また，近年の

郊外への人口移動により，松見通の早急な新設整備が必要であったため，土地区画整理事業により

健全な既成市街地の整備を推進した。平成元年より減価補償金相当額による用地買収を実施し，

平成５年７月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：城東〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 昭和63年３月３日 地区内人口 ７７０人
施行面積 64,025㎡ 事 業 計 画 決 定 昭和63年８月30日 権 利 者 数 所179人・借50人

施行期間 S63～H５年度 換地処分の公告 平成５年７月２日 筆 数 ２８８筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 1,512 2.35 18,601 29.05
共 公園・緑地 - - - -
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 1,512 2.35 18,601 29.05
宅 宅 地 50,546 78.95 45,424 70.95

農 地 - -
そ の 他 12,067 18.85
国 有 地 - -
市 有 地 -

地 宅 地 計 62,613 97.80 45,424 70.95
保 留 地 - - - -
測 量 増 減 -100 -0.15 - -
合 計 64,025 100.00 64,025 100.00

減歩率計算表 （ ）は減価補償金相当額による用地買収後
整 理 前 同 更 正 整 理 後 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 宅地地積㎡ 公共減歩％ 合算減歩％

62,613 62,613 45,424 27.45 27.45
( 58,969) ( 58,969) (22.97) (22.97)

宅地面積は，法９５条１項該当地12,067㎡を含む（純宅地減歩率 3.15％）
公共施設調書 事業費・支出

幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)
道 都市計画 18 343 6,226 公 都市計画 343 m 85,479

区 画 4～8 2,028 12,071 共 区 画 2,028 m 123,496
特 殊 4 76 303 施 特 殊 76 m 4,401

－ － － － 設 公 園 － －
路 道 路 計 － 2,447 18,600 計 2,447 m 213,376
公 公 園 － － － 減価補償金 3,645 ㎡ 167,923

緑 道 － － － 移転・移設 174 戸 1,087,601
－ － － 法２－２ 2,641 m 55,381

園 計 － － － 調査設計 － 68,157
水 河 川 － － － 事 務 費 － 57,962

水 路 － － － そ の 他 － －
路 計 － － － 合 計 － 1,650,400

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 道 路 公 園
553,250 － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ 1,097,150 － － 1,650,400
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城東地区

～施行前～

（昭和62年撮影）

城東地区

～施行後～

（平成5年撮影）
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（14）西桔梗土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，ＪＲ函館駅の北側約５Ｋｍに位置し，大半が農耕地の市街化調整区域であったが，

周辺地域は，北側に函館圏流通センタ－が昭和４９年に開設されて以来，函館陸運事務所等の流通

運輸関連諸施設が立地し函館圏の物資流通の中心地となっていた。一方，土地利用の混在，営業

敷地の狭隘等のため，運送効率の低下に苦慮する既成市街地内の運輸系業種は，移転先を求めて

おり，新たな工業系市街地の造成が急務となっていた。このような状況下から関係地権者において

本地区の土地利用の転換の意欲が高まり，組合施行の土地区画整理事業による開発を促進すべく

昭和６２年に組合設立準備組織が発足し，平成元年１０月に本区域の約２２ｈａを市街化区域に

編入し，土地区画整理事業の都市計画決定さらに健全な工業系市街地として発展するよう特別

工業地区をはじめ工業系用途地域の指定がなされ，平成２年２月に北海道知事の認可を受けて，

函館市西桔梗土地区画整理組合が設立され，事業に着手した。

本事業は，平成元年度に組合区画整理補助事業として採択され，国庫補助事業として推進された。

さらに民間活力の活用と組合事務負担の軽減等を図るため業務代行方式を採用し，健全な工業系

市街地の造成を目的に都市計画道路２路線の新設をはじめ区画道路，近隣公園，緑地，上水道，

分流式下水道などの都市施設の整備が推進され，平成５年６月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：西桔梗〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 平成元年10月12日 地区内人口 ３７０人
施行面積 219,614㎡ 事 業 計 画 決 定 平成２年２月18日 権 利 者 数 所61人・借－人

施行期間 H元～H５年度 換地処分の公告 平成５年６月８日 筆 数 １８０筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 16,849 7.67 43,359 19.74
共 公園・緑地 20,617 9.39 23,085 10.51
用 水路・河川 - - - -
地 公共用地計 37,466 17.06 66,444 30.25
宅 宅 地 91,875 41.84 114,861 52.30

農 地 69,990 31.87
そ の 他 19,706 8.97
国 有 地 - -
市 有 地 577 0.26

地 宅 地 計 182,148 82.94 114,861 52.30
保 留 地 - - 38,309 17.45
測 量 増 減 - - - -
合 計 219,614 100.00 219,614 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

182,148 182,148 153,170 114,861 15.91 36.94

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 14～20 811 14,664 公 都市計画 811 m 211,018
区 画 6～10 3,310 28,435 共 区 画 外 3,373 m 195.320
特 殊 4 63 261 施 公 園 18,850 ㎡ 30,572

－ － － － 設 緑 地 4,235 ㎡ 21,889
路 道 路 計 － 4,184 43,360 計 － 458,799
公 公 園 １箇所 － 18,850 減価補償金 － －

緑 地 １箇所 － 4,235 移転・移設 20件 156,814
－ － － 法２－２ 11,678 m 337,068

園 計 － － 23,085 調査設計 166,381
水 河 川 － － － 事 務 費 － 143,593

水 路 － － － そ の 他 整地費等 704,681
路 計 － － － 合 計 － 1,967,336

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
325,650 － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
274,350 － 1,365,000 2,336 1,967,336
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西桔梗地区

～施行前～

（昭和62年撮影）

西桔梗地区

～施行後～

（平成5年撮影）
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（15）西桔梗第二土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，西桔梗土地区画整理事業の施行地区の北西部に隣接し，道道函館上磯線（通称：産業

道路）に挟まれた約７．９ｈａの区域である。本地区の周辺部において既に西桔梗土地区画整理

事業により整備された工業系市街地が形成されており，市街化調整区域であった本地区の整備促進

が急務とされていた。このような状況の下，平成５年８月に組合設立発起人会が発足し，平成６年

３月に市街化区域に編入された。また，用途地域は準工業地域に指定され，さらに地区計画におい

て３種の工業業務地区に指定され，この地区計画の目標や方針の達成のため，土地区画整理事業に

より整備することで，同年６月に北海道知事の認可を受けて，函館市西桔梗第二土地区画整理組合

が設立され，事業に着手した。本事業についても，西桔梗地区と同様に業務代行方式を採用し，

３か年計画で事業を施行，平成９年５月に換地処分が行われた。当地区は，従前地の土地利用状況

において，市街化調整区域内の現状有姿分譲地や開発行為の行われた宅地が区域に含まれており，

その取り扱いと減歩に対する合意について苦慮した地区である。

〈事業の概要：西桔梗第二〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 平成６年３月29日 地区内人口 １５人
施行面積 78,647㎡ 事 業 計 画 決 定 平成６年６月10日 権 利 者 数 所68人・借－人

施行期間 H６～H９年度 換地処分の公告 平成９年５月26日 筆 数 ８６筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 4,276 5.44 11,224 14.27
共 公園・緑地 - - 2,360 3.00
用 水路・河川 - - 1,171 1.49 調整池
地 公共用地計 4,276 5.44 14,755 18.76
宅 宅 地 9,104 11.58 46,197 58.74

農 地 14,945 19.00
そ の 他 50,322 63.98
国 有 地 - -
市 有 地 - -

地 宅 地 計 74,371 94.56 46,197 58.74
保 留 地 - - 17,695 22.50
測 量 増 減 - - - -
合 計 78,647 100.00 78,647 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

74,371 74,371 63,892 46,197 14.09 37.88

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 歩4 278 1,098 公 都市計画 － －
区 画 8～14 1,065 10,127 共 区 画 外 663 m 72,100
特 殊 － － － 施 緑 地 2,360 ㎡ 8,000

－ － － － 設 調 整 池 1,170 ㎡ 26,000
路 道 路 計 － 1,343 11,225 計 － 106,100
公 公 園 － － － 減価補償金 － －

緑 地 １箇所 － 2,360 移転・移設 14件 72,846
－ － － 法２－２ 3,471 m 135,151

園 計 － － 2,360 調査設計 77,552
水 河 川 － － － 事 務 費 － 88,593

調 整 池 － － 1,171 そ の 他 整地費等 141,183
路 計 － － 1,171 合 計 － 621,425

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
－ － － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
－ － 621,413 12 621,425
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西桔梗第二地区

～施行前～

（平成5年撮影）

西桔梗第二地区

～施行後～

（平成10年撮影）
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（16）西桔梗南土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，西桔梗および西桔梗第二地区に隣接し，上磯町との行政界，二級河川常盤川・石川，

ＪＲ津軽海峡線に囲まれた，約４２．７ｈａの区域である。本地区は函館圏の「テクノポリス函館」

の建設計画に基づき，既成市街地内の地場工業の移転集約と新規企業の立地を推進し，質の高い

機能的な工業用地の供給を図るため，土地区画整理事業により工業団地を造成し，健全な市街地を

形成することを目的としている。また，地区の南西部の常盤川とＪＲ津軽海峡線にはさまれた

約４ｈａの区域は，周辺の土地利用を考慮し住宅地として整備するものである。平成５年９月に

組合設立発起人会が発足し，西桔梗第二地区と同時に市街化区域に編入され，用途地域は，工業，

準工業，第二種中高層住居専用地域に指定された。工業地については，企業の業務業種の特性に

応じた土地利用の純化を図るため，地区計画により５地区に細区分されている。平成６年６月に

函館市西桔梗南土地区画整理組合として，北海道知事の認可を受け，当該事業は，平成１１年９月

に換地処分が行われた。

本地区の特徴としては，西桔梗地区，西桔梗第二地区と同様，業務代行方式を採用し，更には

従前の土地（農地等）約４０ｈａのうち約１６ｈａを函館市が買い取り，その換地（保留地含む）

を企業に仲介斡旋し，効率的な土地利用と円滑な保留地処分を行った地区である。

〈事業の概要：西桔梗南〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 平成６年３月29日 地区内人口 ９６人
施行面積 426,651㎡ 事 業 計 画 決 定 平成６年６月17日 権 利 者 数 所155人・借－人

施行期間 H６～H12年度 換地処分の公告 平成11年９月２日 筆 数 ３８８筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 17,278 4.05 87,824 20.58
共 公園・緑地 - - 14,158 3.32
用 水路・河川 8,884 2.08 14,345 3.36 調整池含む
地 公共用地計 26,162 6.13 116,327 27.26
宅 宅 地 22,040 5.17 245,879 57.63

農 地 236,267 55.38
そ の 他 139,347 32.66
道 有 地 1,671 0.39
市 有 地 1,164 0.27

地 宅 地 計 400,489 93.87 245,879 57.63
保 留 地 - - 64,445 15.11
測 量 増 減 - - - -
合 計 426,651 100.00 426,651 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

400,489 400,489 310,324 245,879 22.51 38.61

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 18～21 1,958 39,843 公 都市計画 1,958 m 489,310
区 画 6～14 4,874 45,584 共 区 画 外 4,430 m 436,990
特 殊 4～ 6 568 2,425 施 緑 地 14,158 ㎡ 45,822

－ － － － 設 調 整 池 5,461 ㎡ 208,591
路 道 路 計 － 7,400 87,852 計 － 1,180,713
公 公 園 － － － 減価補償金 － －

緑 地 ２箇所 － 14,158 移転・移設 56件 624,788
－ － － 法２－２ 18,830 m 890,345

園 計 － － 14,158 調査設計 394,913
水 河 川 － － － 事 務 費 － 324,940

調 整 池 ３箇所 － 5,461 そ の 他 整地費等 641,197
路 計 － － 5,461 合 計 － 4,056,896

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
789,000 80,000 － － － －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
869,000 － 2,318,116 780 4,056,896
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西桔梗南地区

～施行前～

（平成5年撮影）

西桔梗南地区

～施行後～

（平成14年撮影）
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（17）石川土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，ＪＲ函館駅の北方約６ｋｍに位置し，道道函館上磯線（通称：産業道路）と函館新道に

はさまれた約３０ｈａの区域であり，周辺部においては，近年大規模な民間開発行為による宅地化

が進むなど，全市的に住宅ニーズが特に大きな地域であるが，都市基盤の整備が遅れていた地区で

あった。

昭和６３年より組合施行による土地区画整理事業の話が持ち上がり，平成元年３月に組合設立

準備委員会が発足し，平成９年１１月に函館市の認可を受け函館市石川土地区画整理組合が設立

され，道路や公園等の公共施設の整備改善と併せて宅地の利用増進を図り，安全で住みよい市街地

の形成に資することを目的として事業に着手した。本事業では，工事代行方式を導入し保留地の

処分を進め，平成１６年１月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：石川〉
総括
施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 平成９年10月24日 地区内人口 ８７人
施行面積 299,021㎡ 事 業 計 画 決 定 平成９年11月26日 権 利 者 数 所117人・借1人

施行期間 H9～H16年度 換地処分の公告 平成16年 1月30日 筆 数 ３４５筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 9,313 3.11 72,886 24.37
共 公園・緑地 17,923 6.00 29,582 9.89
用 水路・河川 - - 2,139 0.72 調整池
地 公共用地計 27,236 9.11 104,607 34.98
宅 宅 地 27,722 9.16 146,797 49.09

農 地 177,678 59.42
そ の 他 66,851 22.36
道 有 地 - -
市 有 地 - -

地 宅 地 計 271,929 90.94 146,797 49.09
保 留 地 - - 47,617 15.93
測 量 増 減 -144 -0.05 - -
合 計 299,021 100.00 299,021 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

271,929 271,785 194,415 146,797 28.47 45.99

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 16～25 1,218 16,998 公 都市計画 1,114 m 203,413
区 画 8～13.6 6,662 55,583 共 区 画 外 5,927 m 512,135
特 殊 4 63 303 施 公 園 5,000 ㎡ 67,200

－ － － － 設 調 整 池 2,139 ㎡ 216,964
路 道 路 計 － 7,943 72,884 計 － 999,712
公 公 園 ３箇所 － 29,582 減価補償金 － －

緑 地 － － 移転・移設 30件 590,719
－ － － 法２－２ 24,906 m 783,724

園 計 － － 29,582 調査設計 382,979
水 河 川 － － － 事務費他 － 514,637

調 整 池 １箇所 － 2,139 そ の 他 整地費等 548,516
路 計 － － 2,139 合 計 － 3,820,287

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 公 園 河 川
690,000 － － － 187,400 －

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
60,000 60,000 2,818,713 4,174 3,820,287
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石川地区

～施行前～

（平成10年撮影）

石川地区

～施行後～

（平成20年撮影）
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（18）函館駅前土地区画整理事業（市施行）
本地区は，古くから交通や商業，業務の中心として発展してきたが，昭和５０年代からの人口の

市街地東部や北部への移動などにより商業，業務核の分散が進み，都市機能の低下を来していた。

このため，平成６年度には，総合的な整備を進めるため函館駅周辺３０ｈａを対象とした「函館駅

周辺整備構想」を策定し，平成９年度に都市計画決定などの諸手続を行い，平成１０年度から平成

１６年度までの事業計画認可を受けて函館駅周辺９．８ｈａの土地区画整理事業をスタートさせた。

この土地区画整理事業においては，駅前広場の拡張をはじめウォーターフロントと中心市街地を

結ぶ骨格道路や歩行者空間などを整備し，交通結節点機能の充実を図るとともに，情報・文化・

交流機能も視野に入れた新たな拠点地区の創出を目指して事業を推進し，平成１７年３月に換地

処分が行われた。

〈事業の概要：函館駅前〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 平成10年 3月17日 地区内人口 １８人
施行面積 97,944㎡ 事 業 計 画 決 定 平成10年 9月30日 権 利 者 数 所 16人・借2人

施行期間 H10～H16年度 換地処分の公告 平成17年 3月 4日 筆 数 ９０筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
公 道 路 14,166 14.46 26,208 26.75
共 公園・緑地 147 0.15 － －
用 広 場 7,304 7.46 12,011 12.27
地 堤 防 247 0.25 － －

公共用地計 21,864 22.32 38,219 39.02
宅 宅 地 8,812 9.00 8,189 8.36

鉄 道 用 地 55,992 57.17 43,280 44.19
そ の 他 － －
公 社 用 地 11,276 11.51 7,825 7.99

地 宅 地 計 76,080 77.68 59,294 60.54
保 留 地 － － 431 0.44
測 量 増 減 － － － －
合 計 97,944 100.00 97,944 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％

76,080 76,080 59,726 59,294 21.50 22.06

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 16～56 723 30,557 公 都市計画 723 910,311
区 画 8～28 680 10,143 共 区 画 370 160,078
特 殊 － － － 施 公 園 － －

路 道 路 計 1,403 40,700 設 計 1,070,389
公 公 園 － － － 減価補償金 －

緑 地 － － － 移転・移設 14戸 6,809,531
法２－２ － 168,834

園 計 － － － 調査設計 － 268,192
水 河 川 － － － 事 務 費 － 155,707

調 整 池 － － － そ の 他 －
路 計 － － － 合 計 8,472,653

まちづくり交付金事業（高質空間形成施設）
公共施設整備 171,417

事 務 費 8,583
合 計 180,000

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 地 特 その他 港 湾 河 川
6,365,400 － 1,011,035 286,000(※) 909,000 －
道 費 市 費 保留地処分金 負担金 合 計

－ 4,588 25,191 51,439 8,652,653
(※)まちづくり交付金事業（高質空間形成施設＋都市再生区画整理）
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函館駅前地区

～施行前～

（平成10年撮影）

函館駅前地区

～施行後～

（平成20年撮影）



- 45 -

（19）湯川橋土地区画整理事業（市施行：施行中）
本地区は，函館市の東部に位置し，湯川温泉街に隣接した湯川町３丁目の一部で，全市的にも

重要な幹線道路が交差する交通の要衝に隣接した位置にあり，近年の後背地の宅地開発に伴う交通

量の増加から交通渋滞が深刻化している状況にあった。また，本地区は昭和２６年から３４年にか

けて施行された湯川土地区画整理事業（市施行）により市街地整備が行われた地域の一部であるが，

整備水準が現在の基準に満たないことから生活環境の改善を図る必要があった。さらに都市計画

道路３・４・４６見晴公園通が地区を縦断する形で計画決定されていることから，この整備に合わ

せた総合的な街づくりが必要な地区であった。このため，土地区画整理事業により都市計画道路

見晴公園通の整備，区画道路および下水道等の整備を行い，宅地利用の増進を図り，良好な市街地

形成に資することを目的として事業を推進し，平成２１年５月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：湯川橋〉
総括
施 行 者 函館市 都 市 計 画 決 定 平成14年 9月27日 地区内人口 １２０人
施行面積 17,714㎡ 事 業 計 画 決 定 平成15年 5月23日 権 利 者 数 所 25人・借1人

施行期間 H15～H21年度 換地処分の公告 平成21年 5月 8日 筆 数 ４６筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割 合 ％ 地 積 ㎡ 割 合 ％
道 路 2,295.00 13.0 4,717.43 26.7

公 公園・緑地 － －
共 河 川 57.25 0.3
用 先行取得用地 1,699.15 9.6 － － 減価補償金相当

地 額による買収分

公共用地計 3,994.15 22.6 4,774.68 27.0
宅 宅 地 13,481.48 76.1 12,939.94 73.0

そ の 他 － －
市 有 地 229.20 1.3

地 宅 地 計 13,710.68 77.4
測量増減 8.79 － － －
合 計 17,713.62 100.00 17,713.62 100.00

※本地区は，減価補償金相当額による用地買収を行った

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
13,710.68 13,719.47 12,938.94 12,938.94 5.69 5.69

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 都市計画 16 209.23 3,178.98 公 都市計画
区 画 6～16 317.59 1,424.14 共 区 画 外 32,798
特 殊 4 27.50 114.31 施 河 川

路 道 路 計 － 554.32 4,717.43 設 計 － 32,798
水 河 川 4 14.31 57.25 減価補償金 1,699㎡ 111,517

調 整 池 － 移転・移設 836,709
路 計 － 14.31 57.25 法２－２ － 5,187

整 地 費 3,749
調査設計費 58,967
事 務 費 37,125
そ の 他
合 計 1,086,052

事業費・収入（単位：千円）
基 本 事 業 費 公 管 金

通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 道 路 河 川
－ － － 593,100 4,000

道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計
488,952 1,086,052
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湯川橋地区

～施行前～

（平成12年撮影）

湯川橋地区

～施行中～

（平成20年撮影）
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（20）北美原土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，市の中心市街地である函館駅前地区の北約６ｋｍ，商業ゾーンとして著しく発展しつつ

ある美原地区より北西へ約１．５ｋｍの位置にあり，周辺部は近年大規模な民間開発行為による

宅地化が進み，地区の南側に隣接して石川土地区画整理事業が完成している。この地域は函館市

都市計画マスタープランにおけるまちづくりの方針において，住居系の土地利用を図るべき地域と

して位置付けされており，全市的な位置からみても住宅のニーズが特に大きい地域のため，本地域

は計画的，かつ，一体的な市街地として整備を行うことが急務となっていた。このため，土地区画

整理事業による開発で区画道路および公園等の公共施設を整備改善し，併せて宅地の利用増進を

図り，安全で住みよい市街地の形成に資することを目的として，平成１７年２月に函館市の認可を

受けて，函館市北美原土地区画整理組合が設立され事業に着手し，工事代行方式を導入，保留地

処分を進め，平成１９年１１月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：北美原〉

総括

施 行 者 組合 都 市 計 画 決 定 平成 年 月 日 地区内人口 ３０人
施行面積 68,464㎡ 事 業 計 画 決 定 平成17年 2月22日 権 利 者 数 所 人・借 人

施行期間 H16～H19年度 換地処分の公告 平成19年11月12日 筆 数 １２８筆

土地の種目別施行前後対照表

区 分 施 行 前 施 行 後 備 考
地 積 ㎡ 割合 ％ 地 積 ㎡ 割合 ％

公 道 路 42.00 0.1 13,603.28 19.9
共 広 場 2,055.34 3.0
用 河 川 989.46 1.4
地 小 計 42.00 16,648.08 24.3

民 畑 37,201.99 54.4 5,176.77 7.6
宅 地 16,806.60 24.5 33,415.40 48.8

宅 有 原 野 4,706.00 6.9
公衆用道路 2,943.57 4.3

地 雑 種 地 6,034.76 8.7
計 67,692.92 98.8 38,592.17 56.4

市 学校用地 689.00 1.0
地 有 －

地 計
小 計 689.00 38,592.17 56.4

保 留 地 13,223.28 19.3
測 量 増 減 39.61 0.1
合 計 68,463.53 100.0 68,463.53 100.0

減歩率計算表

整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
68,381.92 68,463.53 51,815.45 38,592.17 24.27 43.60

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 区 画 8.00 1,671 13,603.28 公 区 画 97,146
共 公 園 370 11,947

路 計 13,603.28 施 調 整 池 49,875
公 公 園 － － 2,055.34 設 計 158,968

移転・移設 － 66,391
園 計 2,055.34 法２－２ 150,700
水 調 整 池 989.46 整 地 費 109,959

－ － 調査設計 － 92,706
路 計 989.46 事 務 費 － 43,155

そ の 他 － 4,312
合 計 626,191

事業費・収入（単位：千円）

基 本 事 業 費 公 管 金
通 常 交 付 金 ＮＴＴ その他 道 路 河 川

－ －
道 費 市 費 保留地処分金 その他 合 計

626,000 191 626,191
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北美原地区

～施行前～

（平成14年撮影）

北美原地区

～施行後～

（平成20年撮影）
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（21）戸倉土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，函館市の中心市街地である函館駅前地区より東へ約５．５ｋｍに位置し，旧来，農用地

として利用していた平坦な土地で，区域の隣接地は一般住宅が建ち並ぶ住宅地である。

函館市都市計画マスタープランにおける東部地域のまちづくりの方針において，良好な住環境の

保全・形成及び計画的な市街地開発を図るべき地域として位置付けされ，特に戸倉，高丘地区に

ついては教育施設が集中していることから幹線道路等の沿道については近隣住民及び学生のニーズ

にあった日常生活を支援する様々な生活利便施設の配置を適切に誘導するとされており，本地区に

おいても計画的，かつ，一体的な市街地として整備を行うことが急務となっていた。

このため，土地区画整理事業による開発で区画道路および公園等の公共施設を整備し，商業施設

の配置，併せて宅地の利用増進を図り，安全で住みよい市街地の形成に資することを目的として

事業を推進し，平成２０年１０月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：戸倉〉
総括
施 行 者 組合 都市計画決定 平成19年 3月27日 地区内人口 １２０人
施行面積 79，081㎡ 事業計画決定 平成19年 8月17日 権 利 者 数 所 6人・借 0人

施行期間 H19～H20年度 換地処分の公告 平成20年10月27日 筆 数 ４５筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割合 ％ 地 積 ㎡ 割合 ％
公 道 路 642．35 0.8 10,142.66 12.8
共 公園・緑地 2,374.37 3.0
用 広 場
地 河 川

公共用地計 642.35 0.8 12,517.03 15.8
民 宅 地 730.05 0.9

宅 田 12,718.47 16.1
有 畑 33,374.14 42.2

牧 場 2,426.30 3.1 50,756.91 64.2
地 雑種地 10,828.84 13.7

計 60,077.80 76.0
道 普通財産 18,360.52 23.2

地 有
地 計 18,360.52 23.2
合 計 78,438.32 99.2 50,756.91 64.2

保 留 地 － － 15,806.89 20.0
測 量 増 減 0.16 － －
合 計 79,080.83 100.0 79,080.83 100.0

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 ㎡ 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
78,438.32 78,438.48 66,563.80 50,757.91 15.14 35.29

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

道 区画道路 8.00 352 2,916.01 公 区画道路 1,047ｍ 107,790
区画道路 10.00 607 6,165.92 共 公 園 27,999
区画道路 12.00 88 1,060.73 施

路 計 1,047 10,142.66 設 計 － 135,789
公 １号公園 2,374.37 法２－２ 135,581
園 計 2,374.37 整 地 費 335,611

合 計 12,517.03 工 事 雑 費 － 17,711
調査設計費 74,260
借入金利子 20,782
事 務 費 13,338
そ の 他
合 計 733,072

事業費・収入（単位：千円）
区 分 金 額 摘 要
保留地処分金 733,000 46,400円/㎡×15,806㎡
そ の 他 72 雑収入金（預金利子）
合 計 733,072
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戸倉地区

～施行前～

（平成14年撮影）

戸倉地区

～完了直前～

（平成20年撮影）
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（22）石川中央土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，市の中心市街地である函館駅前地区の北東約８ｋｍ，商業ゾーンとして発展している

美原地区より北西約２ｋｍに位置している。地区面積の約６０％が農地であり，地区中央部には

医療施設，老人福祉施設，隣接して函館運転免許試験場および既存団地が立地しており，周辺部は

住宅地として市街地が形成され，都市化が顕著な地区である。函館市都市計画マスタープランに

おける地域別のまちづくりの方針において，住居系の土地利用を図るべき地域として位置付け

されているが，都市基盤の整備が遅れていることから，計画的，かつ，一体的な整備を行うことが

必要となっている。このため土地区画整理事業により，道路・公園等の公共施設を整備改善し，

併せて宅地の利用増進を図ることで，住居系の土地利用を図り，安全で住みよい市街地の形成に

資することを目的として，平成２１年５月に函館市の認可を受けて設立された函館市石川中央土地

区画整理組合により事業が推進され，平成２６年１１月に換地処分が行われた。

〈事業の概要：石川中央〉：事業計画（第８回変更）より。※平成27年7月3日変更認可
総括
施 行 者 組合 都市計画決定 平成21年 3月31日 地区内人口 １０４人
施行面積 207,992㎡ 事業計画決定 平成21年 5月15日 権 利 者 数 所 84人・借 0人

施行期間 H21～H27年度 換地処分の公告 平成26年11月21日 筆 数 ２３８筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割合 ％ 地 積 ㎡ 割合 ％
公 道 路 4,528.85 2.18 41,607.65 20.00
共 河 川 719.65 0.35
用 雨水調整池 4,327.31 2.08
地 公 園 6,239.77 3.00

小 計 4,528.85 2.18 52,894.38 25.43
畑 106,845.27 51.37

宅 民 田 4,906.00 2.36
原 野 11,186.00 5.38

有 宅 地 38,837.76 18.68 94,806.46 45.58
雑種地 40,207.79 19.33

地 公衆用道路 168.00 0.08
計 202,150.82 97.20

国 普通財産 299.00 0.14
有
地 計 299.00 0.14
市 普通財産 985.90 0.47

地 有 973.69 0.47
地 計 985.90 0.47
小 計 203,435.72 97.81 95,780.15 46.05

保 留 地 － － 59,315.59 28.52
測 量 増 減 27.37 0.01 1.82 0.00
合 計 207,991.94 100.00 207,991.94 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
203,435.72 203,463.09 155,095.74 95,780.15 23.78 52.93

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

都市計画 16～19 811.34 8,442.81 都市計画 351ｍ 60,978
道 区 画 8～12 3,747.93 32,238.92 公 区画道路 3,747ｍ 246,250
路 特 殊 4 193.82 925.92 共 特殊道路 194ｍ 7,490

計 4,753.09 41,607.65 施 公 園 6,240㎡ 35,643
公 園 １ 1,159.04 設 調 整 池 4,327㎡ 146,704

公 公 園 ２ 1,647.73 計 497,065
園 公 園 ３ 3,433.00 移転・移設 144,624

計 6,239.77 法２－２ 534,232
河 川 719.65 整 地 費 289,545
調 整 池 4,327.31 工 事 雑 費 149,110
合 計 52,894.38 調査設計費 308,925

借入金利子 22,346
事 務 費 188,959

合 計 2,331,510
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事業費・収入（単位：千円）
区 分 金 額 摘 要
保留地処分金 2,331,069 39,300円/㎡×59,315.59㎡
そ の 他 441
合 計 2,331,510

石川中央地区

～施行前～

（平成21年撮影）

石川中央地区

～設計図～
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（23）石川稜北土地区画整理事業（組合施行）
本地区は，市の中心市街地である函館駅前地区の北東約８ｋｍ，商業ゾーンとして発展している

美原地区より北西約２．５ｋｍ，地区の西側の石川新道，東側の石川中央土地区画整理事業地区の

間の地区で，隣接して北海道函館高等支援学校および民間の福祉医療施設が立地しており，

周辺部は住宅地として市街地が形成され，都市化が顕著な地区である。函館市都市計画マスター

プランにおける地域別のまちづくりの方針において，石川新道沿線は流通業務系を，それ以外は

住居系の土地利用を図るべき地域として位置付けされているが，都市基盤の整備が遅れていること

から，計画的，かつ，一体的な整備を行うことが必要となっている。このため土地区画整理事業に

より，道路・公園等の公共施設を整備改善し，流通業務系施設の配置，併せて宅地の利用増進を

図ることで，安全で住みよい市街地の形成に資することを目的として，平成２２年６月に函館市の

認可を受けて設立された函館市石川稜北土地区画整理組合により事業が推進され，令和５年１月に

換地処分が行われた。

〈事業の概要：石川稜北〉：事業計画（第８回変更）より。※令和5年2月6日変更認可
総括
施 行 者 組合 都市計画決定 平成22年 4月 6日 地区内人口 ８ 人
施行面積 205,792㎡ 事業計画決定 平成22年 6月25日 権 利 者 数 所421 人・借 0人

施行期間 H22～R5年度 換地処分の公告 令和 5年 1月20日 筆 数 １，３８０筆

土地の種目別施行前後対照表
区 分 施 行 前 施 行 後 備 考

地 積 ㎡ 割合 ％ 地 積 ㎡ 割合 ％
公 道 路 5,865.05 2.85 45,272.43 22.00
共 水 路 757.00 0.37 759.12 0.37
用 雨水調整池 4,815.61 2.34
地 公 園 6,175.61 3.00

小 計 6,622.05 3.22 57,022.77 27.71
民 畑 55,069.00 26.76

宅 田 36,399.00 17.69
有 原 野 28,099.86 13.65 79,107.69 38.44

宅 地 4,526.10 2.20
地 雑種地 70,384.09 34.20

計 194,478.05 94.50
国有 普通財産 598.00 0.29 0.00 0.00
地 計 598.00 0.29 0.00 0.00

地 準公 普通財産 3,870.54 1.88 899.36 0.44
有地 計 3,870.54 1.88 899.36 0.44
小 計 198,946.59 96.67 80,007.05 38.88

保 留 地 － － 68,758.13 33.41
測 量 増 減 222.95 0.11 3.64 0.00
合 計 205,791.59 100.00 205,791.59 100.00

減歩率計算表
整 理 前 同 更 正 整理後宅地地積㎡ 減 歩 率
宅地地積㎡ 地 積 保留地含む 保留地除く 公共減歩％ 合算減歩％
198,946.59 199,169.54 148,765.18 80,007.05 25.31 59.83

公共施設調書 事業費・支出
幅員ｍ 延長ｍ 面積㎡ 区 分 数 量 金額(千円)

都市計画 16～19 629.15 9,451.02 都市計画 457ｍ 126,220
道 区 画 8～12 3,886.22 33,565.70 公 区画道路 3,886ｍ 276,909
路 特 殊 6 372.73 2,255.71 共 特殊道路 373ｍ 86,814

計 4,888.10 45,272.43 施 公 園 6,175㎡ 47,069
公 園 １ 2,964.20 設 調 整 池 4,816㎡ 152,240

公 公 園 ２ 1,980.19 計 689,252
園 公 園 ３ 1,231.22 移転・移設 179,898

計 6,175.61 法２－２ 790,394
農業用水路 157.04 759.12 整 地 費 393,124
調 整 池 4,815.61 工 事 雑 費 142,714
合 計 57,022.77 調査設計費 662,486

借入金利子 117,330
事 務 費 394,286

合 計 3,369,484
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事業費・収入（単位：千円）
区 分 金 額 摘 要
保留地処分金 2,667,480 38,795円/㎡×68,758.13㎡
そ の 他 19,458
賦 課 金 682,546
合 計 3,369,484

石川稜北地区

～施行前～

（平成21年撮影）

石川稜北地区

～設計図～


